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派遣労働者に対する各種提言等

・ 世紀に向けての社会保障21 （平成 年 月 社会保障構造の在り方について考える有識者会議）12 10

さらに、パートタイマー、派遣労働者等就業形態は多様化してきているが、これらの者につい

ては、現在の社会保障制度においては、被用者保険の対象の外におかれることが多く、就業形態

によって社会保障制度における取扱いに差が生じていることを考えると、これら雇用形態の多様

化に対応できるよう、制度を見直すべきである。

・今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針（平成 年 月 日）閣議決定13 6 26

第３章 社会保障制度の改革－国民の安心と生活の安定を支える

１．国民の「安心」と生活の「安定」を支える社会保障制度の確立

（３）時代の要請に応える

個人のライフスタイル、就労形態、家族形態の多様化が急速に進んでいる。特に、女性が

働くことが当たり前になってきている。この変化に現在の社会保障制度は十分に対応しきれ

ておらず、働く意欲のある女性や高齢者の就業、パート労働、派遣労働などに不利な面が残

されている。現行制度の持つ「非中立」的な効果を緩和し、国民にとって多様な選択を可能

にする制度への転換を進め、国民の能力発揮を支えることが、男女共同参画社会、生涯現役

社会への道を拓く。

２．社会保障制度全体に共通する課題

（３）女性、高齢者の社会参画の拡大、就労形態の多様化への対応

働く意欲と能力のある女性や高齢者の就業を抑制しないよう、年金、医療、税制等の制度設

計の見直しを進めるとともに 仕事と家庭の両立を図るため 労働法制の見直しを一層進める、 、 。

特に、世帯単位が中心となっている現行制度を個人単位の制度とする方向で検討を進め、女性

の就業が不利にならない制度とする。

また、労働移動の活発化、就労形態の多様化などに対応して、派遣労働に対する規制改革を

推進するとともに、パート労働、派遣労働に対する社会保障制度の適用を拡大するとともに、

ポータビリティーを容易にするなど中立性を高めセーフティーネットの機能を強化する。

さらに、高齢者は資産や所得等の経済状況が極めて多様であり、年齢で一律に社会的弱者と

みなすのではなく、経済的な負担能力に応じた応分の負担を求めるとともに、高額の所得や資

産を有するものに対する社会保障給付のあり方を見直す。



４．年金制度の改革

（２）今後の検討課題

（ⅰ）就労形態の多様化・個人のライフスタイルの多様化等に対応した制度設計の見直しパート

労働者、派遣労働者については、年金保障が十分でないなどの指摘があり、年金適用のあり

方を見直していく。また、女性の労働力率の上昇、就労形態の多様化を踏まえ、夫婦片働き

の世帯（いわゆる専業主婦のいる世帯）を標準とした現在の給付設計を見直していく。さら

に、勤労収入等のある高齢者に対する年金給付のあり方を検討する。

・産業構造改革・雇用対策本部 中間取りまとめ（平成 年 月 日）13 6 26

就労形態の多様化に対応した環境整備

○ パート・派遣労働者等の就業環境整備

・ 年金保険・医療保険における被扶養配偶者の取扱いや短時間労働者への適用の

あり方等の検討を着実に進める。

・重点６分野に関する中間とりまとめ（平成 年 月 日 総合規制改革会議）13 7 24

３ 人材 労働( )

( )３ 新しい労働者像に応じた制度改革

② 社会保険制度の改革等【早急に着手】

就労形態の多様化に対応し、パート・派遣労働者に対する雇用保険の適用拡大

を徹底する必要がある。年金・医療保険の適用においては、パート労働者に対す

る適用を拡大することについて早急に検討するとともに、派遣労働者についても

適用の実態等を把握の上、運用面の改善も含め、必要な対応について早急に検討

を進めるべきである。

・規制改革の推進に関する第一次答申（平成 年 月 日 総合規制改革会議）13 12 11

就労形態の多様化に対応した社会保険制度の改革等を速やかに検討する必要があ

る。

年金・医療保険においても・・・派遣労働者については就業実態等を踏まえた健康

保険組合の設立を認めるとともに、適用基準の明確化等を行うことについて早急に

検討を進めるべきである。


